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地域の集団乳児健康診査を活用した

　産後うつ傾向頻度の縦断的把握

三品　浩Ri　1・2），有本　晃子1），伊藤　正寛3）

〔論文要旨〕

　本研究の目的は，家庭訪問事業，4か月児健康診査（健診），8か月児健診において，母親の産後うつ傾向を縦

断的に評価し，経過パターンを記述することである。平成22年の5～ll月の間に，　A保健センターの管轄地域で

出生した児と母親を対象とした。産後うつ傾向の評価は，家庭訪問時にエジンバラ産後うつ病質問票，各健診時に

二質問法を用いた。評価の結果18％（121／666）の母親がいずれかの評価時期に産後うつ傾向を呈した。そのうち

50％は健診以降にうつ傾向を呈するなど，経過パターンは多様であった。産後うつ傾向のスクリーニングを計画す

る場合，乳児健診を活用して複数回の評価機会を設定することが望まれる。
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1．背 景

　小児保健従事者は，産後うつ病が疑われる母親にし

ばしば遭遇する。これまでの調査報告によると，出

産後1年間に約10～20％の母親が産後うつ病に罹患

するとされる1・2）。産後うつ病の定義は，米国精神医

学会のDiagnostic　and　Statistical　Manual　of　Mental

Disorders，　Forth　Edition（DSM－IV）の診断基準では

産後4週間以内に発症するうつ病とされるが，研究者

は一般に産後1年以内のうつ病罹患を産後うつ病とし

て扱っている3～5）。うつ病には薬物療法や精神療法な

どの有効な治療法が存在することから，産後にうつ病

の症状を認め，診断基準を満たす可能性が疑われる産

後うつ傾向への対応は，母子保健領域の重要課題の一

つとされる46）。

　近年，母親の産後うつ傾向が育児に及ぼす影響につ

いて多数のエビデンスが蓄積されつつある。母親の産

後うつ傾向は母子関係構築の阻害因子となり7～9），児

の行動上の問題およびうつ病罹患のリスクとなりう

る1°一’　12）。さらに，児童虐待や母親の自殺のリスク因子

としても認識されつつある513）。小児保健従事者は乳

児健康診査（以下，健診とする）などで定期的に母親

と接する機会を有するため，スクリーニングにおける

早期発見の機能を担うことが期待されている45）。

　産後うつ病の発症は，母親個人の遺伝的素因に加え，

育児サポートの欠如や社会経済的状況などの環境因子

によっても影響を受けるため13），発症時期は産後早期

に限らず多様であることが推測される。すでに欧米で

は乳児健診を活用してスクリーニングを複数回実施す

ることが推奨されているtl・5）。京都市A区では産後4
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か月までの乳児家庭全戸訪問事業（以下，家庭訪問と

する），4か月児集団健診（以下，4健とする），8か

月児集団健診（以下，8健とする）にうつ尺度を導入

し，母親の産後うつ傾向の縦断把握を開始した14）。本

研究の目的は，家庭訪問，4健，8健の各評価時期に

おける母親の産後うつ傾向の発見割合と経過パターン

を記述し，同時に産後うつ傾向と母児の特性の関連性

について検討することである。

II．対象と方法

1．対　象

　平成22年5月22日～11月30日の間に京都市A保健

センターの管轄地域で出生した児とその母親を対象と

し，縦断的観察研究を行った。家庭訪問，4健，8健

において，質問紙を用いて母親のうつ傾向の評価を実

施した。A保健センター宛てに提出された出生通知

はがき，または区役所への出生届けの定期的な確認に

より出生の把握を行い，全ての出生児を家庭訪問の対

象とした。訪問日の調整は訪問指導員（保健師，助産

師または看護師）が母親に電話連絡し，4健を受診す

るまでの期間で，母親の都合に応じて訪問日を決定し

た。集団乳児健診（4健と8健）については管轄地域

内に住民票を有する全ての乳児を対象とし，健診受診

案内を居住地に郵送して保健センターへの受診を勧奨

した。

2，産後うっ傾向の評価

　うつ傾向の評価には，評価時期に応じて，うつ尺度

であるEPDSと二質問法を用いた。

i．家庭訪問

　全ての訪問家庭でエジンバラ産後うつ病質問票（Ed－

inburgh　Postnatal　Depression　Scale二EPDS）を用い，

母親のうつ傾向を評価した。EPDSは10項目の質問そ

れぞれに4段階の選択肢（0～3点）があり，得点範

囲は0～30点である13）。日本語版の信頼性，妥当性は

既に検証されており，合計得点が9点以上をうつ傾向

ありと判定するEPDSの診断特性は，精神科医面接

によるうつ病の確定診断をゴールドスタンダードとし

た場合感度75％，特異度93％とされている15）。本研

究においても同様の基準を採用し，9点以上の場合に

うつ傾向ありと判断した。

ii．集団乳児健診

　京都市の乳児健診は，生後4か月児および8か月
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児を対象に保健センターでの集団方式を採用してい

る。集団健診での母親のうつ傾向の評価には，自己記

入式の二質問法を用いた14）。二質問法は抑うつ気分と

興味の減退に関する2つの質問で構成される16）。日本

語版は，「この1か月間，気分が沈んだり，ゆううつ

な気持ちになったりすることがよくありましたか？」

と「この1か月間，どうしても物事に対して興味がわ

かない，あるいは心から楽しめない感じがよくありま

したか？」について，「はい（1点）／いいえ（0点）」

で回答する17）。二質問法の得点範囲は合計0～2点

で，いずれかの質問で1点の場合を陽性と判断する。

この判定法による二質問法の診断特性は，産後の母親

を対象とした精神科医面接によるうつ病の確定診断を

ゴールドスタンダードとした場合感度100％，特異

度44％である18）。本研究においても1点以上の場合を

うつ傾向ありとした。

3．データ収集

　京都市では，出生児の家庭訪問および健診の記録を

個人の母子保健指導票に時系列で記録している。記録

の後方視的レビューにより，EPDSの得点，二質問法

の得点，母親の特性（出産時年齢，出産時の婚姻状況，

精神科受診歴，妊娠胎数），児の特性（性別，出生体重，

在胎週数　出生順位，健診での異常所見の有無，医療

機関への通院を要する疾患の有無）についてデータを

収集した。精神科受診歴は，家庭訪問における問診項

目「今までに心理的な，あるいは精神的な問題で，カ

ウンセラーや精神科医師，または心療内科医師などに

相談したことがありますか？（回答：はい・いいえ）」

を用いた。

4．倫理的配慮

　母子保健指導票からデータを収集する際氏名，生

年月日，住所などの個人を特定しうる情報は除外し，

個人情報の保護に配慮した。本研究は，京都市の保健

所・保健センター医師連絡会研究倫理審査委員会の承

認を得た（2012年5月17日承認）。

5．解　析

　家庭訪問，4健，8健の各時期において産後うつ傾

向を示した母親の割合を算出した。全ての評価時期の

うつ尺度に回答した母親について，各時期の産後うつ

傾向の有無から，経過パターンを分類した。母親が外
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表1　対象の母親845人における各時期のうつ尺度の回答結果

うつ尺度
評価時期

家庭訪問＊ 4か月児健診　　　8か月児健診

訪問率または受診率，％（n）

うつ尺度の回答率，％（n）

EPDS（点），平均（SD，　range）

EPDS≧9点，％　（n）

二質問法≧1点，％（n）

92．0　　（777／845）

97．8　　（760／777）

3．9　　（3．6，0－－22）

10．1　　（77／760）

9L2　　（771／845）　　87．6　　（740／845）

99．7　　（769／771）　　99．7　　（738／740）

9．0　　（69／769）　　　6．6　　（49／738）

EPDS：エジンバラ産後うつ病質問票，健診：健康診査

＊乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）による家庭訪問を生後4か月児健診

　を受診するまでに実施。

国からの移住者で日本語が読解できないなどの場合，

質問紙の結果は未回答として扱い，うつ傾向に関する

解析からは除外した。産後うつ傾向に関連する因子を

検討するため，いずれかの時期に産後うつ傾向を呈し

た母親を「うつ傾向あり群」，いずれの時期にも産後

うつ傾向を示さなかった母親を「うつ傾向なし群」と

し，両群の母児の特性を比較した。割合の差の検定に

はX2検定またはFisherの直接法を，平均の差の検定

にはt検定を用いた。多変量解析には産後うつ傾向の

有無を従属変数母児の特性を独立変数とするロジス

ティック回帰モデルを用いた。統計解析には，STA－

TA　version　l　1（Stata　Corp，　College　Station，　TX，　US．）

を用い，p値0．05未満を統計学的有意水準とした。

皿．結 果

1．産後うつ傾向を有する母親の割合

　対象期間の出生児は855人で，家庭訪問の対象

となった母児は845組（双胎8，品胎1）であっ

た。対象集団における家庭訪問の実施率は92％

（777／845），4健および8健の受診率はそれぞれ

91％（771／845），88％（740／845）であった（表1）。

家庭訪問時のEPDSへの回答率は98％（760／777），

4健および8健の二質問法への回答率はそれぞれ

99％（769／771），99％（738／740）であった（表1）。

家庭訪問，4健，8健でうつ傾向を示した母親の割

合はそれぞれ10％（77／760），9％（69／769），7％

（49／738）であった（表1）。

2．産後うつ傾向の経過パターン

　全ての評価時期のうつ尺度に回答した母親は666人

であった。いずれかのうつ尺度が未回答であった母親

179人と完全回答の母親で特性を比較したところ，在

胎週数（38．8週vs　38．3週）と児の出生体重（3，033g

vs　2，910g）に統計学的有意差を認めたが，これらの

変数の差は臨床的には軽微と考える（表2）。母親666

人の産後うつ傾向の経過パターンは8パターンに分類

でき（表3のa～h），82％（545／666）がいずれの時期

にも産後うつ傾向を示さなかった（表3のh）。いず

れかの時期に産後うつ傾向を呈した18％（121／666）の

母親における経過は7パターンで（表3のa～g），特

定のパターンへの明らかな偏りは認めなかった。産後

うつ傾向を呈した母親121人のうち，50％（60／121）が

4健以降に（表3のe，　f，g），17％（21／121）が8健以降

にうつ傾向を呈した（表3のg）。家庭訪問時のみうつ

傾向を呈した母親は30％（36／121）であった（表3のc）。

3．産後うつ傾向に関連する因子

　母児の特性のうち，シングルマザー（オッズ比28

［95％信頼区間1．0～7．9］）と精神科受診歴（オッズ比

7．7［95％信頼区間4．3～13．8］）が単変量解析で産後う

つ傾向との関連を認めた（表4）。母児の特性に関す

る変数を全て投入した多変量解析の結果，精神科受診

歴のみが産後うつ傾向との関連を認めた（オッズ比7．2

［95％信頼区間3．9～13．4］）（表4）。

IV．考 察

　本研究では産後8か月頃までに18％の母親がうつ傾

向を呈した。この有症率は，過去の文献や世界保健機

関（WHO）が公表した産後うつ病の罹患頻度（10～

20％）に矛盾しない結果であった1・2）。本研究のうつ傾

向の経過パターンは多様で，うつ傾向を呈した母親の

うち半数は産後4か月以降にうつ傾向が発見された。

したがって，見逃しの少ないスクリーニングを計画す

る場合，集団乳児健診を活用し，産後1年の間に複数

回実施することが適切と考える。発症パターンの多様

さは，産後の内分泌学的因子や遺伝的素因のみなら
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表2　対象の特性
（n＝845）

特性
平均（SD，　range）or割合，％（n）

完全回答群＊（n＝666） 不完全回答群　（n＝179）

P＊＊

母親の年齢（歳）

　　　　　　　　　〈20

　　　　　　　　20～34

　　　　　　　　　≧35

在胎週数（週）

　　　　早期産（〈37週）

多胎妊娠

シングルマザー

精神科受診歴あり

家庭訪問時の産後日齢（日）

出生児の性別：男

第一子

児の出生体重（g）

　　　　　　　　＜1，000

　　　　　≧1ρ00，＜1，500

　　　　　≧1，500，＜2，500

30．6　（5．2，17～45）

　1．8（12／666）

75．4　（502／666）

22．8　（152／666）

38．8　（13，32～42）

　4．2　（28／666）

　1．1　（7／666）

　2．4　（16／664）

　8．1　（53／658）

　51　（25，8～122）

50．2　（334／666）

49．7　（329／662）

3P33　（375，1，790～4，392）

　0　（0／663）

　0　（0／663）

　6．9　（46／663）

30．9　（5．6，　17～46）

　1．4　（2／139）

70．5　（98／139）

28．1　（39／139）

38．3　（2．3，　23～42）

　79　（10／126）

　1．5　（2／136）

3．9　（5／128）

12．3　（9／73）

　49　（27，　7～121）

44．2　（61／138）

46．9　（82／175）

2，910　（476，　570～4，362）

0．6　（1／174）

0．6　（1／174）

11．5　（20／174）

　
　
　
　
ユ
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ユ

・6

1
㈱
㎜
⑭
㎜
晒
銀
㎜
鵬
Ω
・
5
⑭
㎜
田
皿＊母親が家庭訪問，4か月児健診，8か月児健診の3時期における全てのうつ尺度に回答した場合を完全回答群，

　いずれかのうつ尺度に未回答の場合を不完全回答群とした。
’＊ X2乗検定またはt検定による。

ず13），家族関係，社会経済的因子が発症の要因となる

複雑さを反映していると推測される。米国では産後1

か月，2か月，4か月，12か月の時期にEPDSを実

施することが推奨されていることをふまえると4），本

邦のスクリーニングの適切な回数や時期を決定するた

めには未だ議論の余地が残る。今後は産後うつ傾向の

発症時期の違いに関連する因子について検討を重ね，

スクリーニングの効率を改善するための調査研究が必

要である。

表3　母親の産後うつ傾向の経過パターン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（n＝666）

　　　　　　　評価時期とうつ尺度＊　　　　　割合

パターン　　家庭訪問　4か月児健診　8か月児健診　　％，（n）

　　　　　EPDS　　二質問法　　二質問法

a
b
C
d
e
f
g
h

9
9
9
9
9
9
9
9

≧

≧

≧

≧

＜
＜
＜
＜

ユ
　

ユ
　
　
　
　
　
　
ユ
　

ユ

≧

≧

0
0
≧
≧
0
0

ユ
　
　
　
　
　
　

ユ
　

ユ
　
　
　

ユ

≧

0
0
≧
≧
0
≧
0

09（6）
2．3（15）

5．4（36）

0．6（4）

1．8（12）

4ユ（27）

32（21）

81．8　（545）

EPDS：エジンバラ産後うつ病質問票

’EPDSは9点以上，二質問法は1点以上の場合をうつ傾向あ
　りとした。

　対象地域の母子保健事業の参加率は高く，本研究の

解析は地域の代表性の高いサンプルを用いることがで

きた。うつ尺度の回答群と未回答群における母児の特

性に，臨床的に有意な差異は認めず，解析対象の選択

バイアスは軽微であると推測され，結果は地域の産後

うつ傾向の有症率を妥当に反映していると考える。

　今回，過去の精神科または心療内科への受診歴が産

後うつ傾向の関連因子として示唆された。産前のうつ

病罹患などの精神科既往歴が産後うつ病のリスク因子

であることは複数の研究で報告されている5・13・19）。精神

科受診歴は産前から把握可能な因子であり，予防的介

入の指標として有用と思われる。認知行動療法や対人

関係療法などの精神療法が産前からのうつ傾向の改善

に有効であるとする科学的根拠が海外で報告されつつ

あり20），母子保健と精神科医療の連携を通して，適切

な精神的援助を速やかに提供できるシステムの確立が

望まれる21）。

　尺度を用いて母親のうつ傾向を検出した後，保健従

事者が精神科診療と適切な連携を図ることは，スク

リーニングの質に関わる重要なプロセスである。現在

はうつ傾向に随伴する身体症状（不眠，食欲低下，倦

怠感など）に応じて精神科受診を奨めるなどの対応

を行っている。精神科受診の目安など，母親にhelp一
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表4　母親の産後うつ傾向と母児特性の関連性

因子
うつ傾向を有する

母親の割合＊，％　（n）

　Crude　OR

（95％信頼区間）

Adjusted　OR”

（95％信頼区間）

出産時年齢

　＜20歳

20～34歳

　≧35歳

8（1／12）

18　　（90／502）

20　　（30／152）

0．4　　（0．Ol～2．9）

1．0　　（reference）

1．1　　（O．7～1．8）

0．2　　（0．01～1．8）

1．0（reference）

0．9　　（0．5～1、5）

婚姻形態

　配偶者がいる

シングルマザー

18　　（114／647）

38　　（6／16）

1．0　（reference）

2．8　　（1．0～79）a

1．0　　（reference）

3．3　　（0．9～11、8）

精神科受診歴

し
り

な
あ

15　　（88／604）

57　　（30／53）

1．0　（reference）

7．7　　（4．3～13．8）b

1．0　　（reference）

7．2　　（39　一一　13．4）b

妊娠胎数

ム
ロ
　
ム
ロ

』
　
　
ロ
月

単
多

18　　（118／659）

43（3／7）

1．0　　（reference）

3．4　　（0．8～15．6）

1．0（reference）

2．3　　（0．4～13．6）

出生体重

≧2，SOOg

＜2，500g

18　　（108／617）

28　　（13／46）

1．0（reference）

1．9　　（09～3．7）

1．0　　（reference）

1．3　　（0．6～3．0）

在胎週数

≧37週

く37週

18　　（112／631）

29　　（8／28）

1．0　　（reference）

1．9　　（O．8～4．3）

1．0　　（reference）

0．8　　（0．3～2．6）

出生順位

第二子以降

　　第一子

17　　（55／333）

20　　（66／329）

1．0　　（reference）

1．3　　（0．9～19）

1．0　　（reference）

1．4　　（0．9～2．2）

児の性別

女

男

16　　（54／331）

20　　（67／334）

1．0　　（reference）

1．3　　（0．9～1．9）

1．0（reference）

1．2　　（0．8～19）

児の医療機関受診

なし

あり†

17　　（102／591）

25　　（19／75）

1．0　　（reference）

1．6　　（0．9－－2．9）

1．0　　（reference）

1．6　　（0．9～3．0）

OR：オッズ比，a：p＜0．05，　b：p＜0．01

＊家庭訪問，4健，8健のいずれかのうつ尺度でうつ傾向ありと判定された母親。
＊＊ 全ての因子（出産時年齢，婚姻形態，精神科受診歴，妊娠胎数出生体重，在胎週数，出生順位，児の性別，児の医療機関

　受診）を多変量ロジスティック回帰モデルに投入。

†4か月または8か月児健診の診察で要精査の判定，または既になんらかの基礎疾患があり医療機関通院中の状態。

seeking　behaviorを促す知識を提供することは，公衆

衛生上重要な保健活動と考える2＞。現在のところ，産

後うつ傾向のフォロー方法を含めたスクリーニングの

効果に関する研究報告は少ない3）。今後は産後うつ傾

向の改善度などのアウトカム指標を用いてスクリーニ

ングの有効性を検証していきたい。

　本研究の限界は，まず健診未受診者や対象地域から

他の地域へ転出した母親の産後うつ傾向が把握できて

いない点である。また，うつ尺度は日本語版のみを使

用したため，他国語を母語とする母親の産後うつ傾向

は正確に評価できておらず，外国籍の母親のうつ傾向

の実態は不明である。外国籍の母親は少数ではあるが，

うつ傾向を呈するリスクが高い集団の可能性もあり，

外国語版EPDSを使用するなどの工夫で，実態把握

に努める必要がある。最後に，今回の調査は単一地域

での調査結果であるため，今回得られた産後うつ傾向

の有症率や発症パターンが他の地域においても同様で

あるかは不明である。今後，母子保健事業にうつ尺度

を活用する他の地域を調査対象に含めることで，本研

究結果の妥当性がより明確になると考える。
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